
新潟の農業を次世代化するための

農業用ＧＰＳ基地局シェア
プロジェクト

圧倒的な低コストで共同GPS基地局を実現、新潟の農業をアップデート

新潟農業ＧＰＳコンソーシアム

https://agri-gps.net



登壇者紹介

 加藤卓将（かとう たくまさ）

 ＩＴコンサル企業でシステム開発に従事
→社内新規事業コンペ （史上最年少優勝）

→社外の方々と関わる機会が増える
→農業のＩＴ化、動向に興味を持つ

 Ｕターンして家業の農機具屋に入る
→ドローン・ＩＴ農業を重点担当



農業分野の現状・課題

農業の問題をスマート化で解決しよう！！

既に多くのスマート農機が実用化されている

次は 「データ収集・活用」 (見える化/BigData/AI判定) 「作業の無人化」

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/smart/#guide



スマート農業（データの収集活用＆無人化）

ＧＰＳ基地局
（ＲＴＫ基準局）

移動局(ロボ農機・ドローン)

測位用衛星
GPS/GNSS

位置補正

・専用アンテナは高額 ・運搬や設置の手間が大きい
・設定がよくわからない ・受信感度が不安定なことも…

現場設置が不要の
共用ＧＰＳ基地局が無いと
スマート農業は普及しない

ＲＴＫ

→ 農地の位置情報が必要

スマート農業には
基地局が必要



共用ＧＰＳ基地局（現場のアンテナ設置が不要）の例

農協・行政による大規模システムの例

大規模システムは初期投資が莫大
毎年の運用・維持費も無視できない

・北海道岩見沢市
・岩手県花巻市
・ホクレンＲＴＫ
・ＮＯＳＡＩ福井ＲＴＫ

民間通信会社の共用基地局の例

利用期間が限定的な農業分野では
現場のコスト感覚にマッチしにくい

年間契約が基本、４～２０万円/年間

もっと低コストに、新潟の農業状況に合った基地局はできないか・・・？

農業分野の現状・課題

初期投資：数千万円、維持費：年間数百万円

https://ales-corp.co.jp/service-payment/

→行政や農業団体主導の導入には慎重な判断を要する →必要な時期（農繫期）だけの契約にしたい



拠点内(半径20km圏内)でシェア利用

拠点独立管理型のシステムを共用

①全国どこでも使える基地局ではなく・・・

②複雑な中央集中管理型システムを構築せず・・・

新潟の農業に合うＧＰＳ基地局とは？

解決策 ＝ 拠点内シェア型の基地局

１拠点で半径20km圏内をカバー

☞圧倒的な低コスト



シェア基地局のメリット

設置初期コスト

年間維持コスト

管理の難易度

農家の契約形態

農家の負担金

一般的な共同基地局

数百万～数千万円

数百万円

高(高度な専門知識が必要)

年間契約

年３～２０万円前後

シェア型共同基地局

３０～４０万円

数万円

低(アプリで簡単設定)

使用月だけ契約

月３０００円前後

使う期間が限られる新潟の農業形態にマッチ

１拠点
４０万円弱で
共同基地局を
立ち上げ可能

維持費も
わずか



シェア基地局のメリット



農機メーカーのＲＴＫロボ農機 後付け農業ナビ・自動操舵 ＲＴＫ対応トラクタ作業機

シェア基地局のメリット

https://agri-info-design.com/

https://www.affrc.maff.go.jp/docs/project/genba/pdf/130416.pdf



シェア基地局のメリット

ＧＰＳ基地局
設置事業者
（ＲＴＫ基準局）

システム運用
外部委託会社

インフラ事業で
運用継続できる

専門家による
安定した
システム管理 地元のＩＴ農業で

中心的な役割



システム管理の委託先

基盤技術の開発者
農業情報設計社ＣＥＯ

濱田安之氏

後付け農業ナビ・自動操舵システム「AgriBus」シリーズ

Andorid農業ナビ市場で世界No1
ダウンロード90万件以上

農研機構・農水省にて１０年以上
ロボット農機や農業ＧＰＳ研究に従事
２０１６年、農業情報設計社設立



シェア基地局のメリット

ＧＰＳ基地局
設置事業者
（ＲＴＫ基準局）

システム運用
外部委託会社

インフラ事業で
運用継続できる

専門家による
安定した
システム管理 地元のＩＴ農業で

中心的な役割



シェア基地局のメリット



現在の基地局運用状況： ３拠点、約８地区をカバー

・見附市・旧中之島(全域)
・長岡市 (中部、北部、寺泊一部、与板)
・三条市(一部)
・新潟市(一部)

１拠点で半径20km圏内をカバー



基盤技術の提供

濱田安之氏

現場での技術実装

加藤卓将

金子健斗氏

農業大学校を卒業後、平成２６年に親元就農。主に水稲の生産を手がける。
「農水省後援 全国農業青年クラブ連絡協議会（４Ｈクラブ）」 副会長（平成２９年～）
「新潟県農業改良クラブ連盟」会長、（平成３０年～令和２年、現顧問）
「農業ＭＯＴプラットフォーム」発起メンバー

実証試験担当

https://www.maff.go.jp/j/new_farmer/4hclub.html

実証試験、コンソーシアム協力生産者

均一散布
重複防止

高配測定
簡易均平



ご協力 いただいている企業・団体様



まとめ

１、今後の農業で必須となるＧＰＳ基地局基盤を低コストに整備できる

２、基地局の設置業者にもメリット、行政予算を圧迫せず継続的に運営

３、農業者に近い地元業者が基地局を運営、現場対応がスムーズに

４、実績ある技術基盤を採用し、十分な実運用例あり



農業者・生産組織向け
共同ＲＴＫ基地局の

活用方法勉強会

長岡地域振興局
食と農の魅力発信
プラットフォーム
検討会議

新潟県消費喚起
需要拡大プロジェクト
食農テーブル２０２１

https://www.pref.niigata.lg.jp

/site/nagaoka/

https://hitotsubu.co.jp/f-a-table/

https://www.pref.niigata.lg.jp/

sec/nogyosomu/aff-dx-smart.html

新潟県 令和３年度
スマート農林水産業
ビジネス研修会兼
ニーズマッチング会

コンソーシアムの取り組み



ご視聴ありがとうございました


